
平成３０．３ 現在

①対応済の案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

27 9

２学期制の今後について

①２学期制の導入（Ｈ１
７）から１０年が経過し
た。２学期制導入により
目指した成果は得られた
のか。検証の結果はどう
か。

・前期、後期制の制度に対
する町としての正式な検
証・評価については未実施
の状況です。今後、前期・
後期制導入後の成果と課題
を明らかにし、検証を進め
たいと考えている。

対
応
済

・平成２９年第６回教
育委員会議(H29.4.28)
で「２学期制検証の進
め方」を審議した。
・平成２９年第７回教
育委員会議(H29.5.23)
で「2学期制検証シー
ト」を審議した。
・平成２９年６月 町
内幼稚園・小中学校教
職員対象に「検証シー
ト」によるアンケート
を実施。
・平成２９年第１０回
教 育 委 員 会 議
(H29.7.26)で上記アン
ケート集計を報告。
・平成２９年度教育委
員会外部評価委員会で
H27家庭教育アンケー
ト、H29教職員アン
ケート、学力の状況よ
り審議。
・平成２９年１１月１
５日町ＰＴＡ連絡協議
会と教育委員会の意見
交換を本議題で行う。
・平成２９年度(平成２
８年度事業分)教育委員
会点検・評価報告書で
報告。
　※本制度は本町に定

学校教育課

28 9

・一部損壊世帯に対し、
すでに独自策をおこなっ
ている自治体もあり、大
津町においても、比較的
被害の大きな一部損壊世
帯への生活再建資金とし
ての一部補助の検討をや
らないか。

・一部損壊についての支援
は、他自治体と足並みをそ
ろえながらやっていくとい
うことで町村会へ申し入れ
をしています。一部損壊へ
の対応については、何らか
の措置を検討します。

対
応
済

・１２月議会の一般質
問に出ている。（吉永
議員、荒木議員、手嶋
議員）
一部損壊世帯への支

援は行う。具体的な支
援策は今後考えてい
く。
（対応済）平成２９年
３月１５日現在

福祉課

28 9

・一部損壊における被災
者に対する支援は。

・一部損壊世帯につきまし
ては、国に対して実情を訴
えながら支援を要望してい
く必要があると考えていま
す。復興基金の活用も含
め、近隣市町村と相談しな
がら一部損壊世帯への支援
について検討します。

対
応
済

・１２月議会の一般質
問に出ている。（吉永
議員、荒木議員、手嶋
議員）
一部損壊世帯への支

援は行う。具体的な支
援策は今後考えてい
く。
（対応済）平成２９年
３月１５日現在

福祉課

議会一般質問への対応状況

対応方針・進捗状況



28 9

・復興計画の策定にあ
たっては、住民の意見を
聞いたうえで、その意見
を参考にし、また、専門
家や経験者からの意見な
どを参考にしていただき
たい。

・復興計画策定に向けて、
防災の専門家や外部の有識
者等を交えた懇談会の開催
など、計画づくりを進める
過程の中で検討していきま
す。

対
応
済

・ 本年３月に、大津
町復旧・復興計画を策
定した。策定にあたっ
ては、地域別の住民座
談会や説明会、パブ
リックコメントをはじ
め、ワークショップや
住民アンケート調査な
どにより「災害対応の
基盤づくり」や「教訓
を活かした発災時の対
応づくり」などで多く
の町民や団体の方から
意見をいただき計画へ
の反映に務めた。

また、４月には大
阪府危機管理室の防災
専門職員を招へいし、
実際に震災対応にあ
たった地域リーダーの
体験報告等と合わせた
シンポジュウムを開催
した。
今後もこの計画が実効
性のあるものとなるよ
う、町民や専門家の意
見を聞きながら適切な
進行管理を行い、早期

総合政策課

28 9

・復旧・復興に向けて国
や県の支援策はもとより
町もスピードある支援と
して農林業や商工業の方
の安心と今後の復興に向
けての力添えとして、町
独自の支援策など、具体
的な事業に取り組む考え
はないか。

・国・県の補助以外のもの
について、町独自でやると
いうことがでてくるかと思
われますが、県下の被災市
町村（１８市町村）で足並
みをそろえていこうという
ことで、町村会で申し合わ
せを行ないながら県にどの
ような対応をしていただく
かを検討しています。

対
応
済

・これまで検討中で
あった被災宅地の復旧
支援や復興基金を活用
した地域コミュニティ
施設（祭りや伝統行事
を行う施設史跡等）な
どについて、復旧・復
興計画に盛り込み、調
査等を含めて事業に着
手している。

総合政策課

28 9

・震災について、各種の
専門家、町民を含めたシ
ンポジウムや情報の共有
が重要である。このよう
なシンポジウムを企画す
る考えはあるか。

・震災での教訓を今後に活
かさなければならない。情
報の共有を図るためにも専
門家や住民を含めたシンポ
ジウムは有意義であり、今
後の復興計画策定のなかで
検討していきたい。 対

応
済

・熊本地震発生から
ちょうど１年目となっ
た本年４月に「追悼・
復興シンポジュウム」
を開催した。町が震災
対応で支援を受けた大
阪府の危機管理室の防
災企画課長を専門講師
として迎え、震災時に
地域でリーダー的に対
応にあたった行政区
長、消防団員、民生委
員による体験報告など
で自助共助による地域
防災の重要性や自治体
の受援体制について震

総合政策課

28 9

・今回の震災における避
難所において、トイレが
不足し深刻であった。今
後の対応は。

・主な避難所に仮設トイレ
を設置し対応しましたが、
全く不足している状況でし
た。
　今後の対応については、
復興計画のなかで検討しま
す。

対
応
済

・平成２９年３月に復
興計画を策定し、物資
の備蓄についての内容
を明記しました。
この計画に基づき推進
してまいります。

総務課



28 9

・防災士連絡協議会は、
今回、個々それぞれで素
晴らしい活動・活躍をさ
れたが、組織としての動
きがなかなかできていな
かった現状を踏まえ、町
ともより深く、協力・連
携しながら進めていけれ
ばならない。今後の町と
しての考えは。

・防災指導員が地域におい
て指導的な立場で活躍して
いただけるような体制づく
りが大切です。組織の育成
のための費用についても今
後検討していきたい。 対

応
済

・今回の震災を踏ま
え、町の防災計画、初
動時対応マニュアルな
どを見直すなかで、防
災指導員などの体制づ
くりの強化に努めてい
くこととしています。
・防災士連絡協議会に
対し、町から運営補助
金を支出することとし
た。
事業計画に基づき、

防災士の活動を推進し
ていく。

総務課

28 12

・総合体育館のメイン・
サブ両アリーナが使えな
い。
　町民の健康づくりの最
大拠点であり、代替の活
動場所の提供が不可欠だ
が、体育施設の利用料や
使用の仕方等に工夫が必
要ではないか。

・総合体育館が復旧するま
での間、町の施設を町内団
体が利用する場合に限り、
使用料の負担軽減につきま
しては、今後検討してまい
ります。

対
応
済

・総合体育館の災害復
旧が終了し供用開始で
きるまでは、菊阿体育
館、野外活動研修セン
ター、矢護川コミュニ
ティセンターを使用す
る場合、町民のスポー
ツ活動による利用につ
いてのみ、会場使用料
を減免することとしま
した。周知について
は、利用の問い合わせ
があった時にお知らせ
しています。

生涯学習課

28 12

・防災関連において、女
性防災士連絡会（仮称）
をつくり、女性目線の防
災への意見集約、活動の
計画、防災計画課意義へ
の参加など考えられない
か。

・女性防災士連絡会の設置
については、町の防災士会
に諮り、設置を検討してま
いりたい。

対
応
済

平成２９年度の総会に
おいて、女性防災士連
絡会を設置することと
しております。

総務課

②新たに対応中、対応方針を決定した案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

29 12

・窓口業務の活性化と町
民サービスの一環とし
て、オリジナルの出生届
と婚姻届を作成し、町を
あげてお祝いすることが
できないか。

・大津町には、「からいも
君」というすばらしいキャ
ラクターがありますので、
甘藷のＰＲや郷土愛につな
がるようなことも含めて婚
姻届や出生届だけでなく、
他の祝事などについても検
討し、作っていければと考
えています。

対
応
中

・住民課前ロビー入口
の壁にフォトスポット
コーナーを設置。
・オリジナルの婚姻・
出生届出の作成を検討
役場若手有志メンバー
と地域おこし協力隊と
作成委員会を立ち上
げ、現在まで３回検討
会を実施。３月末の作
成を予定。

住民課

29 12

・生涯学習センター、公
民館（中央公民館）、町
民集会所（文化ホー
ル）、町民交流施設
（オークスプラザ）、条
例での名称は非常にわか
りにくい。条例改正、ま
たは、通称でわかりやす
く統一したらどうか。

・施設の名称は、条例上の
正式名称や呼称として使用
している名称などがありま
す。
現在管理している公共施設
で、複数の名称で使用され
ている施設の名称について
は、わかりやすい呼称に統
一する方向で検討します。

対
応
中

・生涯学習施設につい
ては、わかりやすい呼
称に統一する方向で検
討を進めています。ま
た、他の公共施設も含
め、足並みを揃えて名
称（呼称）を統一する
ことについて、総務課
と協議を行っていま
す。

生涯学習課

対応方針・進捗状況



29 12

・今回の震災を踏まえ、
防災行政無線の情報が伝
わりにくかった地域が
あったが、からいも君
メールという手段もある
が、使えない高齢者等の
ために防災行政無線の自
動応答サービスの検討を
してみてはどうか。

・本町におきましても防災
行政無線のデジタル化は進
んでいますので、導入は可
能であると思われますが、
導入経費や維持管理費等に
ついて調査を行ないます。

対
応
済

・自動応答システムの
導入経費につきまして
は、新たに導入すると
なれば、高額
（８００万円程度）と
なりますので、新庁舎
の建設に併せて整備が
できればと考えており
ます。

総務課

29 12

・病と闘うには患者の負
担が精神的、経済的に大
きい。その負担を軽減す
るために、医療用補正具
が必要な方に対する補助
金や助成金などの制度を
つくるべきではないか。

・熊本県内では、現在、実
施自治体はありませんが、
今後、県内の他市町村の状
況、動向等も注視しながら
検討します。

対
応
済

・平成３０年度当初予
算4．１.４健康増進費、
節20扶助費に、がん患
者かつら購入費助成と
して１０万円を計上し
ました。同時に要綱を
作成し運用しますが、
２万円×５件を見込ん
でおります。

健康保険課



③対応中、対応方針を決定している案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

28 9

・今回の熊本地震により
町の人口を減少させては
ならない。一時的ではあ
るが、
６月末時点の町の人口は
前月比減少している。調
査、分析、対応が必要で
ある。

・今回の震災に伴ない、災
害復旧住宅の整備を県にお
願いしている。また、保育
園や介護施設の職員が不足
しており、町外からの雇用
促進のために低家賃住宅の
整備ができればと考えてい
ます。

対
応
中

・災害公営住宅の整備
について、引き続き関
係各課において協議中
です。なお、新たな支
援策が示されたこと受
けて入居希望の追跡調
査を行いましたが、現
時点において新たに20
世帯程度の整備が必要
であったため、新たな
災害公営住宅の整備を
計画しています。
・災害公営住宅の整備
について、新たに町営
グラウンド駐車場に27
世帯程度の整備を計画

都市計画課

28 9

・庁舎建設については、
国の補助金もなく、多額
の費用を要する。庁舎建
設のための募金、寄附を
広く募ってはどうか。
・広域的・中核的な避難
所機能を備えた施設整備
をする考えはあるか。

・議員からご提案された庁
舎建設のための寄附制度に
ついては検討したい。
・中核となるような避難所
整備については、今後の復
旧・復興計画において、検
討していく。

対
応
中

・・庁舎再建を目的と
した寄付制度の創設に
ついて、「ふるさと寄
付金」に新たな項目を
設ける方向で検討し、
準備を進めている。
・中核的な避難所の整
備については、本年３
月に策定した復旧・復
興計画の中で町内の防
災拠点の整備を含め、
安全な避難先の確保に
ついての方針を示し
た。今後の具体的な整
備の内容については、
今年度中に策定する予
定である国の都市防災
総合推進事業を活用し
た「復興まちづくり計
画」や防災計画等の見
直し（策定）の中で明
らかにできるよう作業
を進めていく。

総合政策課

28 12

・消防団活動の支援の輪
を広げる機能別消防団員
を設置し、消防団活動を
更に強化しないか。

・機能別消防団について
は、町消防団幹部会議にお
いて、議論を始められたと
ころです。今後、すでに機
能別消防団を設置している
自治体の状況や町消防団幹
部会議での検討結果を踏ま
えながら進めてまいりま
す。

対
応
中

・町消防団幹部会議に
おいて、引き続き、議
論されており、その結
果を踏まえながら進め
てまいります。

総務課

対応方針・進捗状況



29 3

・スポーツの森・大津近
郊の大型住宅開発や、新
駅の新設により、サッ
カー場やその他の施設の
イベント誘致による町税
の増税につながるので
は。

・平成２９年度から2ヶ年
間で策定する都市計画マス
タープランのなかで、検討
していきたい。

対
応
中

・大津町振興総合計画
を基に、都市づくりの
現況や課題について都
市計画マスタープラン
で整理している状況で
あり、大型開発等につ
いては次年度において
精査していきます。し
かしながら、新駅につ
いては以前から何度も
検討した結果、建設費
用や維持管理費用等に
多大な出費が必要とな
るため、非常に難しい
という結論となってい
ます。
・都市計画マスタープ
ランを平成２９年度か
ら2年間で策定中であ
り、大型開発等につい
ては平成30年度におい
て検討していきます。

都市計画課

29 3

・大津町における公共交
通網の現状とあり方につ
いては、平成２８年３月
策定の大津町地域交通網
形成計画において分析さ
れ、個別計画策定が平成
２９年度になされる予定
になっている。
　　公共交通を福祉の観
点から捉えれば、高齢者
に外出の動機付けをする
ことや健康づくりにつな
げる取り組みが必要であ
る。

・部課を超えた総合的な体
制づくりとして、公共交通
会議における専門部会の設
置を検討したい。
　　高齢者で免許証を自主
返納された方への対応策に
ついても検討したい。 対

応
中

高齢者の移動手段整備
や高齢者の免許返納と
併せた外出支援策等に
ついて具体的な制度の
構築までは至っていな
いが、バス路線の一部
見直しと合わせた乗合
タクシーの対象地域見
直しや、コミュニティ
交通手段の試験導入な
どについて町公共交通
会議等で検討作業を進
め、次年度中に対策案
づくりを進めていきた
い。

総合政策課

④検討の結果、対応しないこととした案件

年 月 質問要旨 答弁要旨 所管課

29 6

・県の復興基金による宅
地復旧、補助のかさ上げ
は検討されているか。

・事業について調査中であ
り、全体事業費が確定次
第、検討していきたいと考
えている。

対
応
不
可

・熊本県復興基金が各
自治体に枠配分された
ことにより、その使途
について熊本県と協議
を行いましたが、既存
の復興基金の補助のか
さ上げは不可となりま
した。また、修理費用
が50万円未満の擁壁被
害への見舞金としての
使用についても協議し
たところ、こちらも不
可という結果となりま

都市計画課

対応方針・進捗状況


